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　情報力や交渉力の格差などのために、実際に消費者被害を回復するためには大きな困難が伴いま
す。今国会で審議されている「消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例
に関する法律案」は、消費者被害のうち共通の原因で多数発生するものについて実効的な被害回復
の可能性を広げるものであり、私たち消費者団体が長年にわたり強くその実現を求めてきたものです。
　そうした私たちの願いを各会派の国会議員の皆様と確認し合うために、10月29日、消費者54団
体で院内集会を開催しました。集会
には与野党から20人の国会議員の皆
様にご参加いただき、ご案内した全
ての政党（8政党）から早期実現に向
けて力強い決意表明をいただきまし
た。法律案はこの院内集会の翌日か
ら衆議院の消費者問題特別委員会で
審議が再開されています。
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